
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①自己資本額と自己資本比率（国内基準） 

主要計数の推移 

②預金積金・貸出金残高推移（末残） 

③業務純益・経常利益・当期純利益の推移 

金融再生法開示債権額の推移 

貸出金の業種別内訳 

有価証券の時価情報 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

4,676 4,673 4,776

[自己資本額] (単位：百万円) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月 保全率

破 産 更 生 債 権 及 び

これら に準 ずる債権
764 494 462 100.00

危 険 債 権 585 260 255 92.43
要 管 理 債 権 - - - -

合　計 1,350 754 718 97.30

(単位：百万円、％) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

1,024 992 1,024

[預金積金残高] (単位：億円) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

469 458 471

[貸出金残高] (単位：億円) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

業 務 純 益 44 122 55
経 常 利 益 70 105 52
当期 純利益 55 102 65

(単位：百万円) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

債 権 合 計 額 47,403 46,245 47,428
不 良 債 権 比 率 2.84% 1.63% 1.51%

(単位：百万円) 

令和３年９月 令和４年３月 令和４年９月

12.79 12.47 12.37

[自己資比率] (単位：％) 

貸借対照表

計上額
時価 差額

貸借対照表

計上額
時価 差額

国　債 99 101 1 99 100 1
社　債 120 120 0 120 120 0
その他 600 614 14 600 612 12
小　計 819 835 16 819 833 13
国　債 - - - - - -
社　債 745 690 △ 54 700 606 △ 93
その他 1,000 915 △ 84 3 ,000 2 ,744 △ 255
小　計 1,745 1,606 △ 138 3 ,700 3 ,351 △ 348

2,564 2,442 △ 122 4 ,519 4 ,185 △ 334合　計

種類

令和４年３月 令和４年９月

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

[満期保有目的の債券] (単位：百万円) 

貸借対照表

計上額
取得
原価

差額
貸借対照表

計上額
取得
原価

差額

株　式 3 1 1 13 11 1
債　券 9,197 8,967 229 7 ,498 7 ,328 170

　　国債 101 100 1 100 100 0
　　地方債 3,209 3,092 117 3 ,068 2 ,970 98
　　社債 5,886 5,775 110 4 ,329 4 ,257 71
その他 1,213 1,186 27 456 436 19
小　計 10,414 10,155 258 7 ,968 7 ,776 192
株　式 - - - 8 10 △ 1
債　券 10,866 11,171 △ 305 11 ,534 12 ,159 △ 625

　　国債 4,340 4,528 △ 188 4 ,159 4 ,527 △ 368
　　地方債 985 1,008 △ 22 941 993 △ 52
　　社債 5,539 5,633 △ 94 6 ,433 6 ,637 △ 204
その他 10,268 10,856 △ 588 10 ,347 11 ,843 △ 1,496
小　計 21,134 22,027 △ 893 21 ,889 24 ,012 △ 2,123

31,548 32,183 △ 634 29 ,858 31 ,789 △ 1,930

令和４年９月

貸借対照表

計上額が
取得原価を

超えないもの

合　計

貸借対照表

計上額が
取得原価を

超えるもの

種類
令和４年３月

[その他有価証券] (単位：百万円) 

2022 年度 
仮決算状況 

区　　　分 構成比
製造業 10.92
農業、林業 0.27
建設業 7.18
電気、ガス、熱供給、水道業 0.02
運輸業、郵便業 0.27
卸売業、小売業 4.68
金融業、保険業 13.83
不動産業 9.71
物品賃貸業 0.00
学術研究、専門・技術サービス業 0.02

(単位：％) 

区　　　分 構成比
宿泊業 0.18
飲食業 2.42
生活関連サービス業、娯楽業 1.05
教育、学習支援業 0.32
医療、福祉 2.27
その他サービス業 3.80
地方公共団体 14.52
個人（住宅・消費・納税資金等） 28.44
　合　計 100.00


